
 本事業は、地方公営企業の効率化・経営健全化等の観点から、公営企業会計の適用、経営戦略の策定、組織管理、情報管理、事業の新展開、
新しいサービス実施等について助言等を行い、第三セクターについては、効率化・経営改善等に係る市町村の指導監督を支援している。

 派遣対象は、地方公営企業を運営している市町村等と、第三セクターに対して25％以上の出資又は出資割合が25％未満であるものの財政的支
援（補助金、貸付金及び損失補償等）を行っている市町村。

【スキーム】

（参考）平成29年度派遣実績 21事業（19団体）
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＜アドバイザー＞
公認会計士、大学教授、地方団体企業職員OB、
経営コンサルタント、民間事業者 他

総 務 省

委 嘱 報 告

要 請

事前調査、実施調査

派 遣

助 言

報 告

地方公営企業等経営アドバイザー派遣事業について

事業名 団体名

水道事業
（４事業）

北海道中空知広域水道企業団

茨城県石岡市

神奈川県大井町

兵庫県猪名川町

簡易水道事業
（２事業）

福島県郡山市

広島県安芸太田町

病院事業
（５事業）

青森県中部上北広域事業組合

山形県米沢市

岐阜県土岐市

兵庫県新温泉町

鹿児島県出水市

事業名 団体名

下水道事業
（７事業）

北海道北広島市

新潟県上越市

愛知県豊川市

兵庫県猪名川町

和歌山県橋本市

島根県江津市

広島県安芸太田町

地域開発事業
（２事業）

鳥取県鳥取市

鹿児島県指宿市

第三セクター
（１事業）

熊本県水俣市

資
料
８
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公営企業経営支援人材ネット事業について
職員の大量退職等により、事業の経営面に精通した人材が不足する中で、地方公営企業法の適用、経営戦略の策定、公立病院改革プランの策定、

料金改定、抜本的な改革の検討などの経営面における改革や専門的知識、ノウハウの継承などに取組もうとする地方公共団体が、それらの諸課題に
対応する外部専門家（アドバイザー）を招へいし、指導・助言を受けながら取組を行う場合の外部専門家に関する情報提供及び招へいなどに必要な経
費について総務省が支援（以下、「人材ネット事業」という。）。

外部専門家

（アドバイ
ザー）

指導
助言

都道府県

謝金
旅費等

総務省

２. 人材ネット事業 活用の流れ１. 活用スキーム

３. 人材ネット事業に関する特別交付税措置（30年度）

（１）対象経費
・ 謝金、旅費

（例：課題を解決するため、アドバイザーにどのように勧めるか確認するなどはじめの一歩とし
て、１・２回～複数回や月１回程度定期的に講習会・勉強会を開催する際の経費）

・ 資料収集等費
（例：経営支援・技術支援を受ける地方公共団体に関する事前調査や助言に必要な調査等に係る経費）

・ その他（会場借上費、印刷費等）
⇒対象経費の上限額200万円（年間合計額）

（２）地方交付税措置の内容
・対象経費の１／２（100万上限）について一般会計から繰り出すこととする。
・一般会計繰出額の１／２（50万上限）について特別交付税措置を講じる。
※都道府県・指定都市については、財政力補正適用予定。

市区町村

課題の相談、
人材の推薦など

課題の把握、

必要な助言・
情報提供、
人材の
あっせん
等

○ 経営面における改革や必要な技術の承継などに取組む必要があるが、

〈例〉・小規模自治体で職員数が少なく対応が困難
・専門的知識等を有する職員の退職による知識・ノウハウ不足

により進まない状況

○ 総務省でとりまとめ・公表を行っている「人材ネット事業」の活用を検討
○ 取組を進めるために必要な指導・助言を行えるアドバイザー（外部専門家）を選択（総務省HPにて公表）

・大量退職により豊富な知識を持った職員が不在となり、 、必要最低限のノウハウを得て様々な局面に
対応できる職員を育てたい。
（講習会の開催、又は１，２回来庁してもらい助言を受け、その後は必要があれば来庁してもらいたい）

・職員が少数で法適化作業に時間を割くことが困難であり、直接来庁してもらいながら頻繁（定期的）な
助言が必要等

○ 各自治体が電話・メールにより、アドバイザーと内容や日程等を調整
○ 指導・助言の実施

○ 人材ネット事業の取組について、事業概要、成果、経費など（※）を報告（繰出金調査等）
※下記３.参照

地方公共団体

経費支援・
取りまとめ・

公表

情報提供

（人材推薦）
（成果、経費等

を報告）
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【活用事例①】
岐阜県笠松町
（人口22,750人）
（下水道事業）

＜活用人材＞
公認会計士

【活用事例②】
兵庫県内35市町・
一部事務組合
（水道事業）

＜活用人材＞
公認会計士

平成30､31年度においても引き続き活用
（12回程度訪問、電話等での相談）

公営企業経営支援人材ネット事業の活用事例

※人口は平成27 年国勢調査

＜利用目的＞
・公営企業会計の適用及び経営戦略の策定に当たり、経費削減・人材育成の観点から、外部委託を最小限として

支援を得るため。

＜支援業務の概要＞
・公営企業会計適用・固定資産調査に係る基本方針、条例・規則等の制定・改正等の指導・助言等
・経営戦略の策定に係る指導・助言（財務分析、経営目標設定、財務シミュレーションの

指導・助言及びこれらを踏まえた課題の抽出・経営改善に資する提言等）
・職員研修（公営企業会計適用の準備作業に関する研修及び公営企業会計適用後の経理事務等に関する研修）

＜今後のスケジュール＞
・公営企業会計の適用：平成31年度適用予定
・経営戦略の策定：平成30年度策定予定

＜利用目的＞
・県内９ブロック単位で水道広域連携の検討を進めるに当たり、外部の視点を

活用しつつ、広域連携案を具体化することで、関係市町等による議論の効率
化を図るため。

＜支援業務の概要＞
・各市町等の営業業務・施設管理の委託状況、各種システム導入状況などを確認
・市町境を中心に、既存施設（浄水場等）の立地状況、管路の布設状況などを確認
→上記を踏まえた意見交換等を通じて得た地域情報に基づき、
当該ブロックにおける取組の方向性となる具体的な広域連携案を抽出（報告書作成）

＜スケジュール＞
・平成29年6月 契約締結
・平成29年8月～11月 活用人材の招へい
・平成30年1月 各市町等へ報告書の提出

【活用事例③】
京都府京丹波町
（人口14,453人）
（病院事業）

＜活用人材＞
公認会計士

但馬ブロック

（但馬上下水道協議会）

西播磨ブロック

（西播磨８企業水道協議会）

阪神北ブロック

（阪神北地域水道協議会）

神戸・阪神南ブロック

（阪神地域の水供給の最適化研究会）

丹波ブロック

淡路ブロック

（淡路広域水道企業団）

東播磨ブロック

中播磨ブロック

北播磨ブロック

（北播磨広域定住自立圏）

→

＜利用目的＞
・平成28年度に策定した国保京丹波町病院新公立病院改革プランに沿った「強固な経営基盤の構築による安定的経
営実現」に向けた支援を得るため。

＜支援業務の概要＞
・日常経理業務の実施、運用の改革に係る指導・助言 ・平成29年度決算に向けた指導・助言
・平成30年度予算書作成に係る指導・助言等 ・地方公営企業会計基準に関する研究会の実地
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